

















｡ こうした状況を受けて, 民法 (債権関係) の改正
中京法学巻２・３号 (年) ()
論 説



























(２) 中央大学の遠藤研一郎教授が ｢担保のための併存的債務引受 (担保的債
務加入) 契約の有効性に関する一考察 (上) (下)｣ 新報第巻において,
併存的債務引受について免責的債務引受との連続性も留意する形で担保と
しての意義を明らかにした｡ さらに, 池田真朗教授が ｢債務引受と債権譲
渡・差押の競合― 一括決済方式における債権譲渡方式と併存的債務引受
方式の比較を契機に｣ 法研第巻において, 遠藤教授が ｢債務引受のため
の対抗要件制度の導入可能性｣ 新報第巻などがある｡

















(６) 加賀山茂編 ｢民法 (債権関係) 改正法案の [現・新] 条文対照表｣ (信山




























































て準用する第１項の承諾は, 書面でしなければ, その効力を生じない｡ ⑤
前項の承諾がその内容を記録した電磁的記録によってされたときは, その
承諾は, 書面によってされたものとみなして, 同項の規定を適用する｡






























(８) 池田・前掲注 (１) 頁参照｡


























度で, これが社会的にも問題となり, 過払いの利息をめぐり, 争われる
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
(９) 名古屋消費者信用問題研究会編 ｢Ｑ＆Ａ過払金返還請求の手引き [第４
版]｣ (年) 	頁参照｡












































































ジュリ号	頁 (平成年度重要判例解説) 以下, 別ジュリ号 (民
法判例百選２債権等７版) 頁以下, 古田克己・金商号頁以下な
どがある｡
() 中田・前掲注 () 頁参照｡
() 前掲注 (
) ｢Ｑ＆Ａ｣ ９頁参照｡




(	) 中田・前掲注 () 頁参照｡
() 野澤・前掲 () 	頁参照｡
(
) 今尾真 ｢判批 (最判平成年３月日)｣ 判評号頁以下頁, 中
田・前掲注 () 頁参照｡
() 野澤正充 ｢判批 (最判平成年３月日)｣ リマークス号頁参照｡






























とされている (神田秀樹 『会社法 [第版]』 頁 (弘文堂,年)｡ ま










































() 小野・前掲注 () 	頁参照, 野澤・前掲注 () 頁参照｡
() 中田・前掲注 () 頁参照, 野澤・前掲注 () 頁参照｡
() 今尾・前掲注 (	) 頁参照｡
() 下級審の裁判例の紹介及び整理について詳細にまとめたものとして次の






















































は, 契約の経緯から, 不承継と判断するのは困難であり, 形式的な合意







































うから, 『債権』 の譲渡人が, 譲渡当時, その債権に関して債務者に対
し債務を負っていたとしても, その債務を譲受人に承継させるためには,



















受けの通知を出し, 借入極度額基本契約を前提として, かつ, その約定
による貸金債権の取立てを借主に対して継続しながら借主から過払い金
の返還請求を受けると, そのような債務は譲り受けていないと主張する















































































































() 今尾・前掲注 () 	頁参照｡






















































Ｘ (原告・被控訴人・被上告人) は, 平成元年３月８日, 貸金業者Ａ
との間で, 金銭消費貸借に係る基本契約を締結し, 以後, 同日から平成
中京法学巻２・３号 (	年) ()
() 最三小判平成年月日判決及びその下級審の判例評釈として主に以
下のものを挙げることができる｡ 今尾・前掲注 () 頁, 瀧康暢 ｢判
批｣ 消費者法ニュース
	号頁以下, 岡林伸幸 ｢判批｣ 市民と法	号９頁






Ａは, 平成年１月	日, Ｙとの間で, 同年２月日午後１時を契約
の実行 (クロージング) の日時 (以下 ｢クロージング日｣ という｡) と
して, Ａの消費者ローン事業に係る貸金債権等の資産 (以下 ｢譲渡対象
資産｣ という｡) を一括してＹに売却する旨の契約 (以下 ｢本件譲渡契
約｣ という｡) を締結した｡ 本件譲渡契約は, 第１･３条において, Ｙは,
譲渡対象資産に含まれる契約に基づき生ずる義務のすべて (クロージン
グ日以降に発生し, かつ, クロージング日以降に開始する期間に関する
ものに限る｡) を承継する旨を定め, かつ, 第１･４条 (ａ) において,
Ｙは, 第９･６条 (ｂ) に反しないで, 譲渡対象資産に含まれる貸金債
権の発生原因たる金銭消費貸借契約上のＡの義務または債務 (支払利息
の返還請求権を含む｡) を承継しない旨を定めていた｡ そして, 第９･６
条 (ｂ) においては, ｢買主は, 超過利息の支払の返還請求のうち, ク
ロージング日以後初めて書面により買主に対して, または買主および売
主に対して主張されたものについては, 自らの単独の絶対的な裁量によ
り, 自ら費用および経費を負担して, これを防禦, 解決または履行する｡
買主は, かかる請求に関して売主からの補償または負担を請求しない｡｣
と定めていた｡
Ｘは, 平成年３月６日から同年５月日まで, Ｙに対し, ＸとＡと
の間の金銭消費貸借取引に係る借入金の弁済を行った｡
そして, Ｘは, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引に係る過払金返還債
務 (以下 ｢本件債務｣ という｡) はＹに承継されると主張して, ＸとＹ
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()




















Ｘの請求認容｡ 第一審は, 本件譲渡契約条項の解釈から, 過払金返還
請求は, クロージング日以降初めて書面によりＹに対して請求されたも
のであるから, Ｙにおいて承継する義務に含まれる点, 仮にＹの主張を


























貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権を一括して他の貸金



































Ａは, 平成年３月日, Ｙとの間で, 同年５月２日を契約の実行日
(以下, ｢クロージング日｣ という｡) として, Ａの消費者ローン事業に
係る貸金債権等の資産 (以下, ｢譲渡対象資産｣ という｡) を一括してＹ












継され, これに伴い, 当該取引に係る過払金返還債務 (以下 ｢本件債務｣
という) もＹに承継されると主張する｡























一部破棄差戻し｡ ｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権




























(以下 ｢クロージング日｣ という｡) として, Ａの消費者ローン事業に係
る貸金債権等の資産 (以下 ｢譲渡対象資産｣ という｡) を一括してＹに
売却する旨の契約 (以下 ｢本件譲渡契約｣ という｡) を締結した｡
本件譲渡契約は, 第１･３条において, Ｙは, 譲渡対象資産に含まれ
る契約に基づき生ずる義務のすべて (クロージング日後に発生し, かつ,
クロージング日後に開始する期間に関するものに限る｡) を承継する旨
を, 第１･４条 (ａ) において, Ｙは, 第１･３条に明記するものを除き,


























一部破棄差戻し｡ ｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権























１日までの間, 継続的な金銭消費貸借取引を行った (｢本件取引１｣ と
いう)｡ 本件取引１につき, 制限超過部分を元本に充当すると同日時点
で過払金が発生していた｡













の債務 (以下 ｢過払金等返還債務｣) について, Ｙ社とＡ社が連帯して
その責めを負うものとし, この連帯債務の負担部分の割合は, Ｙ側が０
割, Ａ側が割とする (以下 ｢本件債務引受条項｣)｡
Ｙ社とＡ社は, 切替顧客に対し, 今後の全ての紛争に関する申出窓口




て, 金銭消費貸借取引に係る基本契約 (以下 ｢本件切替契約｣ という｡)
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()




を締結した｡ この際, Ｘは, Ｙ社から, Ｙグループの再編により, Ａ社
に対して負担する債務をＹ社からの借り入れにより完済する切替えにつ
いて承諾すること, 本件取引１に係る約定利息を前提とする残債務 (以
下 ｢約定残債務｣ という｡) が万,円であることを確認し, これを
完済するため, 同額をＡ社名義の口座に振り込むことをＹ社に依頼する
こと, 本件取引１に係る紛争等の窓口が今後Ｙ社となることに異議はな
いことなどが記載された ｢残高確認書兼振込代行申込書｣ (以下 ｢本件
申込書｣ という｡) を示され, これに署名してＹ社に差し入れた｡
本件申込書の差入れを受け, Ｙ社は, 平成年８月１日, Ｘに対し,
本件切替契約に基づき, 本件取引１に係る約定残債務金額に相当する
万,円を貸し付けた上, 同額をＡ社名義の口座に振込送金した｡ そ














































() また, Ｘの信義則違反との主張についても, 確かに, 本件切替処






しかし, 本件切替処理を行うに当たって, Ｙ社が, ＸのＡ社との本件
第１取引 [] が過払状態になっている可能性があることを抽象的には
認識していたといえるとしても, 具体的認識まであったことを認めるに














































しかしながら, 本件申込書の上記の記載は, その文言からは, 今後の
紛争窓口をＹ社とするというだけのものであり, 本件第三者のためにす


















破棄差戻し｡ ｢前記事実関係によれば, Ｙは, グループ会社のうち国
内の消費者金融子会社の再編を目的として, Ｙの完全子会社であるＡ社
の貸金業を廃止し, これをＹに移行, 集約するために本件業務提携契約























































() Ｘは, Ａとの間で, 金銭消費貸借取引に係る基本契約を締結し,
これに基づき, 平成６年４月	日から平成年９月
日まで, 第１審判
決別紙 ｢利息制限法による計算書｣ の番号１からまでの ｢借入金額｣
欄及び ｢弁済額｣ 欄記載のとおり, 継続的な金銭消費貸借取引を行った
(以下, この取引を ｢第１取引｣ という｡)｡ 第１取引につき, 制限超過
部分を元本に充当すると, 同日時点で過払金が発生していた｡















の実行のため, Ｙは, Ａとの間で, 同日, 業務提携契約 (以下 ｢本件業
務提携契約｣ という｡) を締結し, その中で, Ａの顧客のうちＹへの債
権移行を勧誘する顧客は, Ｙ及びＡの協議により定めるものとし, その
うち希望する顧客との間で, Ｙが金銭消費貸借取引に係る基本契約を締
結することなどを定めたが, Ｘは, Ｙとの間で, 上記基本契約を締結す
ることはなかった｡
() Ｙは, Ａとの間で, 平成年月日, Ａが有する貸付債権のう
ち, Ｙとの間で上記 () の基本契約を締結していない顧客に係る貸付
債権であって別途特定するものをＡから譲り受ける旨の合意をした (以




という｡) については, Ｙが併存的に引き受ける旨の条項 (以下 ｢本件
債務引受条項｣ という｡) がある｡ しかし, 本件債権譲渡基本契約には,
譲渡債権に係るＡの貸主としての地位自体をＹに移転する旨又はＡの負
担する過払金等返還債務が当然にＹに承継される旨を定めた条項はない｡
() Ｙは, Ａとの間で, 本件債権譲渡基本契約に基づき, 平成年
月	日をもって第１取引における約定残債権をＡから譲り受ける旨の合
意をした (以下, この合意を ｢本件譲渡｣ という｡)｡
Ｙから本件譲渡に係る通知を受けたＸは, Ｙに対し, 平成年月６
日から平成年月２日まで, 第１審判決別紙 ｢利息制限法による計算
書｣ の番号	から	までの ｢弁済額｣ 欄記載のとおりの弁済をすると






からまでの ｢借入金額｣ 欄及び ｢弁済額｣ 欄記載のとおりの取引
をした (以下, 本件譲渡後のＸとＹとの取引を ｢第２取引｣ という｡)｡
() ＹとＡとは, 平成年月日, 本件債権譲渡基本契約のうち本
件債務引受条項を変更し, 過払金等返還債務につき, Ａのみが負担し,
Ｙは譲渡債権に係る顧客に対し何らの債務及び責任を負わないことを内








者にあたると主張し, Ｙに対して, 不当利得返還請求権に基づき, 過払
金等の支払を求めた｡
２ 最高裁判所の判決要旨
｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権を一括して他の





務を当然に承継するものでもない (最高裁平成年 (受) 第号, 同
年 (オ) 第	号同年３月日第三小法廷判決・裁判集民事号
頁, 最高裁平成年 (受) 第
号同年７月８日第二小法廷判決・裁













い｡ そうすると, 本件債務引受条項は, Ｘが受益の意思表示をする前に
その効力を失ったこととなり, Ｙが本件債務引受条項に基づき上記過払
金等返還債務を引き受けたということはできない｡ 最高裁平成年 (受)
第号同年９月日第二小法廷判決・裁判集民事号頁は, Ｙが,
本件業務提携契約を前提としてその完全子会社の顧客に対しＹとの間で
金銭消費貸借取引に係る基本契約を締結することを勧誘するに当たって,
顧客と上記完全子会社との間に生じた債権を全て承継し, 債務を全て引
き受ける旨の意思表示をしたものと解するのが合理的であり, 顧客も上
記の債権債務をＹにおいて全てそのまま承継し, 又は引き受けることを
前提に, 上記勧誘に応ずる旨の意思表示をしたものと解される場合につ
き判断したものであり, Ｘの意思を考慮することなくＡとＹとの間で本件
譲渡がされたにすぎない本件とは, 事案を異にすることが明らかである｡
以上によれば, Ｙは, 本件債権譲渡基本契約及びこれに基づく本件譲
渡により, 第一取引によって発生した過払金等返還債務を承継したとは
いえない｡ また, Ｙにおいて上記過払金等返還債務の承継を否定するこ
とが信義則に反するともいえない｣
なお, 本稿は中京大学特定研究助成による成果の一部である｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
